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A. 研究目的 

がん患者は高率に栄養障害を起こすが、栄養障害

は、化学療法の毒性を高め、ADL の低下や死亡率の

増加に繋がる（Cancer Treat Rev 2008;34(6): 

568-75）。最近、がん患者数の増加や早期退院・在宅

医療の推進により、地域では栄養障害のある在宅が

ん患者数が増加し、将来の医療財政破綻や在宅医療

人材不足が危惧されている。一方、今後急増が予測

される 1 人暮らし高齢者は、栄養障害を起こすリス

クが高い（2011 年度版高齢社会白書）。そこで、地

域では、1 人暮らし高齢患者を含む在宅がん患者に

対する栄養サポート体制の構築が喫緊の課題である。 

我々は、平成 21 年度の厚生労働省科学研究費「地

域医療基盤開発推進研究事業」により、地域医療 

機関との連携による栄養サポートを開始し、現在も

継続している。また、平成 18年度の文科省学術研究 

 

高度化推進事業「社会連携研究推進事業」による地 

域福祉機関と連携した高齢者栄養支援を現在も継続

している。これらの成果をもとに、在宅がん患者の

栄養サポートを行うとともに、事例を用いた教育 

テキストを作成し、在宅医療人材教育に利活用する。 

一方、平成 20 年度文科省「戦略的大学連携支援事業」

である「広域大学連携事業」での教育システム開発

の実績をもとに、在宅医療人材教育プログラムを開

発するとともに、日本臨床栄養学会や日本在宅栄養

管理学会との連携による研修会やセミナーの開催や、

認定臨床栄養医や在宅訪問管理栄養士などの資格認

定制度と連携し、全国的な在宅医療人材育成を行う。 

 

B. 研究方法 

１．在宅がん患者栄養サポートシステムの構築 

1) がん拠点病院である国立病院機構刀根山病院等

との連携：分担研究者の佐古田、鞍田、倭、榎本

が、がん患者の栄養調査を継続し、症例検討会を

実施する。分担研究者の佐藤は、在宅がん患者の

栄養サポートのための有用性を探るために心理

スケールを検討する。一方、中間評価委員会での

コメントに適切に対応するため、兵庫医科大学病

院の在宅患者を対象として、栄養サポートががん

研究要旨：本研究は、在宅がん患者の栄養サポート体制の構築とがんと栄養の基本的知識を習

得した在宅医療人材育成を目的とする。がん拠点病院と連携して地域に栄養サポートシステムを

構築するとともに、学会と連携し、「全国セミナーの開催」、「臨床栄養スタートアップ講座」な

どを開催し、在宅がん医療を担う人材の全国的な育成を行う 3年間の事業である。3年目の平成

28 年度は、事業の本格的な実施を行い、研修会や全国セミナーとともに、学会の e-learning に

よる全国的臨床栄養教育を開始した。また、関西圏がん拠点病院を対象としたアンケート調査か

ら、在宅がん患者の栄養サポートによる医療費削減額を試算した。さらに、事業の継続に向けた

準備を行い、日本臨床栄養学会総会での成果の全国的情報発信や症例テキスト作成を行った。 

分担研究者 
佐古田三郎・国立病院機構刀根山病院長 
難波光義・兵庫医科大学病院長 
佐藤眞一・大阪大学人間科学研究科教授 
倭 英司・武庫川女子大学教授 
鞍田三貴・武庫川女子大学准教授 
長谷川裕紀・武庫川女子大学講師 
前田佳予子・日本在宅栄養管理学会理事長 
榎本平之・兵庫医科大学准教授 



の発症予防等に有用であるか調査を実施する（兵

庫医科大学研究倫理委員会承認済）。 

2) 西宮在宅支援研究会との連携：中間評価委員会

でのコメントに適切に対応するため、平成 27 年

度に開業医とのタイアップを目的として、「西宮

市在宅支援研究会」と連携し、平成 28 年度は、

日本在宅栄養管理学会との連携により、在宅がん

患者の栄養サポートシステムの構築に取り組む。 

3) 関西圏がん拠点病院アンケート調査：中間評価

委員会でのコメントに適切に対応するため、平成

28 年度は、がん拠点病院を対象として、在宅がん

患者の再入院や合併症の併発等によってかかる

医療費に関する調査を行い、在宅がん患者の栄養

サポートが医療費削減にどの程度貢献できるか

について試算を試みる。 

２．在宅医療人材教育プログラム開発 

1) 臨床栄養スタートアップ講座：在宅医療に関わ

る医師、管理栄養士、看護師等を対象に、がん患

者栄養管理の講義や症例を用いた多職種グルー

プワークによる「臨床栄養スタートアップ講座」

を本格実施する。講師人選では、日本臨床栄養学

会の「がん栄養部会」と連携し、広報は、日本臨

床栄養学会や日本在宅栄養管理学会のそれぞれ

のホームページ等を通じて行う。 

2) 日本臨床栄養学会との連携：認定臨床栄養医研

修会で在宅がん栄養講座を開催する。中間評価委

員会でのコメントに適切に対応するため、

e-learning システムを導入し、学会が開催する

研修会に直接参加できない地方の在宅医療従事

者や地域の開業医が「がんと栄養」に関する基本

的知識を習得できるシステムの開発を行う。また、

当該年度の日本臨床栄養学会総会は、研究代表者

が会長を務め、日本臨床栄養協会との大連合大会

で開催し、医師、管理栄養士、薬剤師等、約 1,000

名が参加予定であるが、本大会において、本事業

の成果を発表する。 

3) 日本在宅栄養管理学会との連携：全国的な在宅

訪問管理栄養士育成を目的とした「在宅訪問管理

栄養士セカンドステップ研修会」での教育プログ

ラムの開発と症例テキスト作成を行う。中間評価

委員会でのコメントに適切に対応するため、学会

と共同で地域の在宅管理栄養士等を対象とした

アンケート調査を行い、栄養士その他のスタッフ

が本事業の必要性を認めているか、また、どのよ

うなニーズがあるかについて調査する。さらに、

事業の継続に向けて、分担研究者の前田が中心と

なり、育成した在宅管理栄養士が開業医と連携し

て、地域で効率的に活動できるためのネットワー

クシステムの開発を目指す。 

3. 外部評価委員会の開催：中間評価委員会でのコ

メントに適正に対応するため、有識者からなる外

部評価委員による外部評価を実施し、症例テキス

トが十分なモデルケースであるか等を検証する。 

 

C.研究結果 

１．在宅がん患者栄養サポートシステムの構築 

1) がん拠点病院の国立病院機構刀根山病院等との

連携：当初の計画通り、刀根山病院では、肺がん

患者の栄養調査を継続し、化学療法の効果や副作

用の発現に入院前の食習慣が関連することを明

らかにした。兵庫医科大学病院では、非アルコー

ル性脂肪性肝疾患（NAFLD)から肝がんを高率に発

症する非アルコール性脂肪肝炎（NASH）への移行

に関する栄養調査を行った。また、症例テキスト

を日本臨床栄養学会のがん栄養部会と連携して

完成させた。 

2) 西宮在宅支援研究会との連携：中間評価委員会

でのコメントに適切に対応するため、西宮市で在

宅医療に積極的に取り組む開業医 25 名（在宅支

援研究会）と連携し、在宅がん患者の栄養支援の

ニーズがあることを確認した。すなわち、86.2%

が在宅訪問栄養管理を希望すること、その中で、

在宅がん患者が 15名存在することを確認した。 

3) 関西圏「がん拠点病院」を対象としたアンケー

ト調査：中間評価委員会でのコメントに適切に対

応するため、関西圏がん拠点病院を対象としたア

ンケート調査を実施し（回収率 15.0%）、在宅がん

患者の栄養サポートによる医療費削減額を試算

により明らかにした。すなわち、NST（nutrition 

support team）算定からの試算では、全国急性期



病院での在宅がん患者の栄養改善による医療費

削減試算総額が約 489 億 5,340 万円/年の削減、

また、がん患者の再入院件数から試算では、約 553

億 3,947 万円/年の削減になる可能性があること

を示し、がん患者に対する栄養改善が厚生労働行

政の「医療費の削減」に貢献できることが示唆さ

れた。また、在宅がん患者の栄養サポートの必要

性についてのアンケート結果では、「必要」59%、

「ある程度必要」8%、「必要な時もある」25%を合

わせると 92%が必要との回答であった。しかし、

在宅訪問栄養サポートを実施している施設は 0%

であった。 

２．在宅医療人材教育プログラム開発 

1) 在宅医療に関わる人材が、がん患者の栄養学的

特徴や臨床栄養の基本知識を習得するための「臨

床栄養スタートアップ講座」を学会総会最終日の

10 月 9 日（日）の午後に, 第 1回目を同じ大阪国

際会議場で, また、2 週間後の 10 月 22 日（土）

に第2回目を武庫川女子大学で計画通り実施した。

参加のべ人数は、153 名（医師 11 名, 看護師 23

名, 薬剤師 9名, 管理栄養士 97 名, 言語聴覚士 2

名, 歯科衛生士 1名, 学生 10名）であった。 

2)日本臨床栄養学会との連携では、当初の計画通り、

認定臨床栄養医研修会を 7 月 17 日（日）に岩手

県で、7 月 31 日（日）に兵庫県で開催し、がん

栄養講座を行った。また、当初の計画にはなかっ

たが、e-learning による教育システムを開発し、

「認定臨床栄養医」育成を開始するとともに、研

究代表者が会長の日本臨床栄養学会総会で、本事

業の成果を全国的に発信した。 

3) 日本在宅栄養管理学会との連携：当初の計画通

り、「在宅訪問管理栄養士」に対するがんと栄養

に関する教育プログラムとして、「在宅訪問管理

栄養士セカンドステップ研修会」（東京12月4日

（日））で、がん栄養講座を実施した。 

3. 外部評価委員会の開催 

研究事業のブラッシュアップを目的として、2 月

7 日（火）に外部評価委員会を開催した。外部評価

委員会では、本事業に対して高い評価を得たが、す

なわち、実施体制では５段階の４評価（やや優れて

いる）、内容に関しては、５段階の５の評価（優れて

いる）を得た。しかし、得られた成果を今後実際の

現場で証明することなどいくつかの改善点を指摘さ

れた。 

D. 考察 

本研究成果の意義・発展性の１つは、がん患者に

対する栄養サポートの事例をもとにしたテキストを

作成したが、その内容として、① がん患者の栄養学

的基本知識、② がん患者の臨床栄養の基本知識、③ 

消化器がん術後の栄養管理に関する症例、④ 化学療

法中の肺がん患者の栄養管理症例、⑤ 放射線治療中

がん患者症例、⑥在宅終末期がん患者の栄養支援症

例、⑦がん患者の口腔ケアに関する症例、⑧ がん患

者とその家族の心理的課題症例が含まれる。これら

の中で、①～⑥は、ESPEN guidelines on nutrition 

in cancer patients（2016）のガイドライン項目に

合致する内容であり、在宅医療人材育成用のテキス

トとして活用できると思われる。今後、臓器別に十

分な典型例の集積を行う必要がある。 

地域開業医（在宅支援研究会）と連携し、在宅が

ん患者に対する高い栄養支援ニーズがあることを確

認した。しかし、今回は、意識の高い開業医で構成

されている研究会のメンバーであったため、今後、

医師会を通じて、他の開業医や基幹病院の医師等へ

の調査が必要である。当初の予定にはなかったが、

在宅がん患者に対する栄養支援を目的として、栄養

科学研究所内に新たに「栄養ケアステーション」を

立ち上げることを決定した。今後、日本在宅栄養管

理学会と連携して、新たな在宅がん患者栄養サポー

トモデルの開発を目指す。 

関西圏がん拠点病院を対象としたアンケート調

査から、在宅がん患者の栄養サポートによる医療費

削減額を試算により明らかにした。これにより、が

ん患者に対する栄養改善により、厚生労働行政の「医

療費の削減」に貢献できることが示唆された。また、

在宅がん患者の訪問栄養指導が必要と考える施設が

「必要な時もある」25%をくわえると、92%と高率で

あったが、実際訪問による栄養指導を実施している

施設は 0%であった。これらの結果は、必要性は認め

ているものの、今後の在宅訪問栄養指導システムの



開発の必要性を示唆する。しかし、今回の調査では、

回収率が低いため正確な数字が表れていない可能性

があり、今後詳細な検討を追加する必要がある。 

日本臨床栄養学会との連携では、当初の計画通り、

認定臨床栄養医研修会で在宅がん栄養講座を開催し

た。また、当初の計画にはなかったが、e-learning に

よる臨床栄養やがんと栄養に関する教育システムの

運用を開発した。今後、この e-learning システムは、

「認定臨床栄養医」育成の推進や開業医や在宅医療

人材に対する全国的なブラッシュアップ教育に活用

できると思われる。 

外部評価委員会では、本事業に対して高い評価を

得たが、今後、がん種やステージ別の教育システム

の構築とともに、在宅現場への広報や在宅訪問医や

看護師等との連携強化が求められた。 

 

E. 結論 

本研究は、3 年間の事業で、3 年目の平成 28 年度

は、当初の計画通り、国立病院機構刀根山病院、兵

庫医科大学病院の 2 つのがん拠点病院と、日本臨床

栄養学会、日本在宅栄養管理学会と連携し、在宅が

ん患者の栄養サポートや症例テキスト、さらに、

e-learningを用いた全国的な教育プログラムの本格

的実施を行った。また、中間評価でのコメントに適

切に対応するため、事業の一部を見直し、開業医と

のタイアップによる「栄養ケアステーション」の立

ち上げ、がん拠点病院を対象とした調査から、在宅

がん患者の栄養改善が医療費の削減につながること

を試算から明らかにした。今後、在宅がん患者の栄

養支援モデルの開発や認定在宅訪問管理栄養士や認

定臨床栄養指導医が地域でスムーズに活動できる具

体的なネットワークの構築を目指す。 
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